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１ 業務名称 

  交通局本局庁舎及び教習所大規模改修工事基本検討業務 

 

２ 施設概要 

 ⑴ 交通局本局庁舎 

  ・所在地 札幌市厚別区大谷地東2丁目4-1 

  ・建築年度 1982(S57)年10月 

  ・延べ面積 10,106.42㎡ 

  ・階数 地上8階、地下1階、塔屋1階 

  ・主要構造 鉄骨鉄筋コンクリート造 

 ⑵ 教習所 

  ・所在地 札幌市厚別区大谷地東2丁目4-1 

  ・建築年度 1982(S57)年3月 

  ・延べ面積 2,846.87㎡ 

  ・階数 地上3階、地下1階 

  ・主要構造 鉄筋コンクリート造 

 

３ 業務目的 

  当該施設は、1982年に建設され約40年経過している。今後、築80年程度まで施設機能を維持

することを想定した場合、未実施である改修及び改修に伴うアスベスト除去を行う必要がある。 

本業務では当該施設の、改修履歴の確認や委託者へのヒアリング、現地調査等により、施設

の現状を把握し、今後、施設機能を約40年間、維持するために必要な改修工事の問題点を洗い

出し、整理することを目的とする。 

 

４ 業務内容 

  今後の大規模改修工事の設計業務に必要な諸条件を整理するために、以下の調査・検討業務

を行う。検討条件として、建物機能維持を目的とした機械設備工事、電気設備工事、建築工事

（以下、「改修工事」という。）の実施にあたり、本局庁舎は仮移転するものとして全館休館時

の工事を想定する。教習所は全館休館時及び居ながらの工事を想定する。耐震診断や補強に関

する業務は含まない。 

 ⑴ 改修工事検討のための現況調査 

   施設の現状を把握するために、資料調査・ヒアリング調査・現地調査を行うこと。その際、

施設機能の維持に必要な改修工事の要否と優先順位を評価すること。調査範囲は委託者から

提示される資料の範囲とし、現況図がない部分の調査や現況図の作成を含まない。テナント

所有設備及びテナント占有範囲は調査対象に含まない。 

  ア 資料調査 

    図面、修繕履歴、各種定期報告書等の維持管理資料から施設の現況を把握すること。 

  イ ヒアリング調査 

    利用状況や改修要望等について委託者に聞き取りを行うこと。 

  ウ 現地調査 

    現地にて建物および設備を目視調査すること。調査方法はウォークスルーにて建築及び

設備の外観を確認するものとする。高所作業や委託者から提示される資料との整合性を確

認する全数調査を含まない。 

  エ 現況評価 

    調査結果に基づいて劣化度と不具合時影響度から改修工事の要否と優先順位を評価する

こと。原則として全館休館時の全面更新を想定するが、劣化状況や施工性の面から先送り

にできる工事項目を検討すること。 

  ※上記検査にサンプリング調査や特殊機器を用いた検査等の工事や、分析が発生する調査は

含まない。ただし、調査結果から別途検査が必要な場合は委託者に相談のうえ、実施する

こと。その場合の調査費用は別途とする。 

 ⑵ 改修工事案の検討 

   現況調査と委託者からの要望事項から、施設機能の維持に必要な改修工事案の内容を検討

し、基本検討を行うために必要な情報を整理すること。併せて、下記内容について検討を行

うこと。 

 



  ア 省エネ性能の検討 

    2024 年 4 月に施行改正される省エネ基準を満たす建築・設備改修仕様や、ZEB 化改修の

可能性について検討すること。省エネルギー計算にあたっては「平成 28 年省エネルギー基

準関係技術資料 エネルギー消費性能計算プログラム（非住宅版）解説」の最新版を準用し

作成すること。 

  イ 改修概要案の検討 

    概略工程及び概算工事費を検討するために、改修要望を勘案し改修項目ごとの改修内容

を検討すること。 

  ウ 改修工事案の整理 

    改修項目ごとに改修概要と実施に向けた技術的・法的課題を整理すること。 

 ⑶ 概略工程案の検討 

   以下の内容を想定し、改修工事案に基づき、改修工事全体の概略工程案を検討すること。 

  ア 本局庁舎は全館休館時の工事を想定すること。 

  イ 教習所は全館休館時及び居ながらの工事を想定し、それぞれの工事に伴う教習課程への

影響範囲と支障期間を改修項目ごとに整理し、委託者が提示する運用条件と調整の上、そ

れぞれの工事の概略工程を比較検討すること。 

 ⑷ 概算工事費の検討 

   改修工事案及び概略工程案に基づき、改修項目ごとに概算工事費を算出すること。算出方法につい 

ては、単価は市場調査や独自の統計に基づく調査単価を採用し、数量は原単位等の効率的な方法を選    

択すること。単価算出調書や調査単位の算出根拠、数量算出調書の作成は含まない。 

 ⑸ アスベスト調査リストの作成 

   調査資料及び現地調査により、アスベスト含有が疑われる建材のリストを作成すること。 

 

５ 検討対象となる主な改修工事 

  検討対象となる改修工事は委託者から掲示される資料の範囲とし、現況図がない部分の検討や現況図 

 の作成を含まない。テナント所有設備及びテナント占有範囲は検討対象に含まない。 

 ⑴ 機械設備工事 

   冷暖房設備更新、給排水衛生設備更新、空調換気設備更新、給湯設備更新、消火設備更新、

排煙設備更新、ガス設備更新、自動制御設備更新、昇降機設備 

   ※ 各設備の配管、ダクト、付帯設備も改修に含む。 

 ⑵ 電気設備工事 

   受変電設備更新、無停電電源設備更新、照明設備更新、コンセント設備更新、弱電設備更

新、屋外自家発電設備改造（屋内自家発電設備の撤去を含む）、動力幹線設備（分電盤、動

力盤）更新、中央監視設備更新、屋外構内配線線路更新、屋外構内通信線路更新、防災設

備 

 ⑶ 建築工事 

外壁改修、建具改修、屋上防水改修、長寿命化改修、その他上記設備改修に伴う建築工事 

 ⑷ 上記改修工事のほか、改修時における機能改善及び環境対策の検討事項 

  ア 照明の LED 化（主に共用部） 

  イ 空調方式の変更（中央熱源方式→個別熱源方式） 

    中央熱源方式と個別熱源方式について比較検討を行い、最適な空調方式を選定する。 

  ウ 給湯方式の変更（中央式又は局所式） 

    中央式と局所式について比較検討を行い、最適な方式を選定する。 

  エ トイレの整備 

    大便器の洋式化、バリアフリートイレの増設（オストメイト、ベビーチェアなどの設置）、 

女性用トイレの手洗器増設について検討する。 

  オ 照明のセンサー制御導入 

    トイレ及びエレベーターホール等、人が常時使用しない場所への人感センサーの設置に 

ついて検討する。 

  カ 配水方式の変更（ポンプ給水方式→直結給水方式等）について検討する。 

  キ 障がいのある方・高齢の方・外国の方に配慮した庁舎案内の設置 

  ク オフィスオートメーションフロア未施工階の施工を検討する。 

  ケ 屋上階に設置されている真空管式ソーラーパネルの撤去及び太陽光ソーラーパネルの設

置について検討する。 

  コ ６階電算機室の最小化及び最小化後の空きスペースの事務室化について検討する。 

  サ 電気自動車用充電設備の設置について検討する。 



６ 履行期間 

  契約書に示す着手の日から令和6年2月29日までとする。 

 

７ 資格要件 

  業務責任者には一級建築士、設備担当の業務担当者には設備設計一級建築士又は建築設備士

の資格を有するものを配置すること。なお、業務責任者は業務担当者を兼ねることができるこ

ととする。 

   

８ 打ち合わせ及び記録 

  打ち合わせは次の時期に行う 

 ⑴ 業務着手時 

 ⑵ 担当職員または業務責任者が必要と認めたとき 

 

９ 適用基準 

  特記なき場合は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定または監修したものによる。 

 ・改修工法等の提案等 

  公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編） 

  建築工事監理指針上巻・下巻、電気設備工事監理指針、機械設備工事監理指針 

  公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編） 

  建築改修工事監理指針上巻・下巻、電気設備改修工事監理指針、機械設備改修工事監理指針 

  公共建築工事積算基準 

  その他の適用については担当職員と協議すること。 

 

１０ 貸与資料 

  しゅん工図面（建築、電気、機械）、現況図、工事履歴、実施設計書（外壁改修）、その他関

係書類 

 

１１ 業務条件 

⑴ 現地調査（作業を含む）の実施時間は、土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律で定め

られた休日を除く、９時から１７時までとする。 

⑵ 現地調査（作業を含む）は事前に担当職員及び施設管理者と協議すること。 

⑶ 施設への入退場については、交通局職員の同行のもと行うこととする。 

⑷ 現地調査（作業を含む）にかかる電気・水道については、施設の設備を利用できない。た

だし、施設管理者の承諾を得た場合はこの限りではない。 

⑸ 施設の使用について、業務履行に必要のない場所へ無断で立ち入ってはならない。 

 

１２ 提出書類等 

⑴ 着手時 

名称 内容 数量 提出期限 備考 

業務着手届 － 1部 
着手後速や

かに 
様式１ 

業務責任者 

指定通知書 
－ １部 

着手後速や

かに 
 

有資格者等の 

証明書類 

・業務を実施する者の経歴書 

・業務を実施する者は有資格者

であることを証明する書類 

1 部 
着手後速や

かに 
 

業務工程表 － 1 部 
着手後速や

かに 
様式２ 

業務計画書 － 1 部 
着手後 15 日

以内 
 

※ 所定の様式があるため担当職員と打合せること。 

⑵ 履行中 

名称 内容 数量 提出期限 備考 

協議書 － 1部 
協議後速や

かに 
 



⑶ 完了時 

名称 内容 数量 提出期限 備考 

業務完了届 － 1 部 
業務終了後 

速やかに 
様式３ 

実施報告書 

（成果品） 

検討業務報告書一式（概略工程

表、概算工事費、主要機器リス

ト、現地調査写真、ヒアリング

結果、改修工法比較表、その他

業務遂行に必要と考えられるも

の） 

3 部 
業務終了後 

速やかに 
 

DVD-R等の 

電子媒体 

報告書のデータをDVD等の電子

媒体に記録すること。 
6部 

業務終了後 

速やかに 
 

※ 所定の様式があるため担当職員と打合せること。 

 

１３ その他 

⑴ 業務上知り得た情報を交通局職員の許可なくして第三者に漏らしてはならない。 

⑵ 受託者は、業務の実施に当たり、関連する法令、条例等を遵守しなければならない。 

⑶ 受託者は、業務従事者の労働安全衛生管理を適切に行わなければならない。また、 

  事故が発生した場合は、すみやかに担当職員に報告するものとする。 

⑷ 本業務の実施について、本仕様書に定められていない事項又はより難い場合につい 

ては、担当職員との協議によること。 

 



様式１ 

備考 札幌市競争入札参加資格者（物品・役務）は、電子メールによる提出（押印不

要）を可とする。送信先等の提出方法は札幌市交通局の指示に従うこと。 

 

 

業務着手届 

 

  年  月  日   

札幌市交通事業管理者 

交通局長       

 

住   所 

受託者  商号又は名称 

職・氏名                印 

 

 

 

 

業務名                              

 

 

 

 

上記業務は、     年   月   日に着手したのでお届けします。 

 

 



様式２ 

備考 札幌市競争入札参加資格者（物品・役務）は、電子メールによる提出（押印不

要）を可とする。送信先等の提出方法は札幌市交通局の指示に従うこと。

 

 

業務工程表 

 

年  月  日   

 

札幌市交通事業管理者 

交通局長  

 

住  所 

受託者  商号又は名称 

職・氏名                印 

 

 

 

業務名                              

 

 

 

着 手      年  月  日 

履行期間  

完 了      年  月   日 

 

 

 

上記業務について、別紙の工程表により実施しますので、承認願います。 

 

 



工程表 

業務内容 数量 単位 日数 
月 月 月 備考 

 ５ 10 15 20 25   ５ 10 15 20 25   ５ 10 15 20 25   

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

 



 様式３ 

 

業 務 完 了 届 

 

    年  月  日   

 

札幌市交通事業管理者 

交通局長  

 

住  所  

               受託者 商号又は名称  

職・氏名            印 

 

業務名                                 

 

上記業務は，   年  月  日に完了したのでお届けします。 

 

備考 札幌市競争入札参加資格者（物品・役務）は、電子メールによる提出（押印不

要）を可とする。送信先等の提出方法は札幌市交通局の指示に従うこと。 
  

------------------------（以下、札幌市交通局使用欄）------------------------- 
 

受 付 年  月  日 

 完了を確認した職員 

 （氏名）             印 

 

課長 係長 係  
   

この業務の完了検査に係る検査員に下記の者を命じ，  

年  月  日に検査を実施してよろしいか。 
  

検査員 （役職・氏名） 
立会人 （役職・氏名） 

 



 

 

 

 

 

 

業 務 委 託 共 通 仕 様 書  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度 

 

札幌市交通局事業管理部 



１ 総則 

 

1-1（適用範囲） 

⑴ 本仕様書は、札幌市交通局本局庁舎保全等改修工事基本検討業務に適用する。 

⑵ 本仕様書に規定する事項は、別の定めがある場合を除き、受託者の責任において履行すべきも

のとする。 

 

1-2（契約図書等の優先順位） 

すべての契約図書は、相互に補完するものとする。ただし、契約図書間に相違がある場合の優先

順位は、次の順番とする。 

⑴ 契約約款 

⑵ 特記仕様書 

⑶ 共通仕様書 

 

1-3（用語の定義） 

仕様書において用いる用語の定義は、次による。 

⑴ 「業務担当者」とは、当該業務の監理・監督を行う者で、委託者が指定した担当者をいう。 

⑵ 「業務責任者」とは、当該業務を総合的に把握し、業務を円滑に実施するために業務担当者と

の連絡調整を行う者で、受託者が指定した当該業務の責任者をいう。 

⑶ 「業務従事者」とは、業務責任者の指揮により、当該業務を実施する者で、受託者側の従事者

をいう。 

⑷ 「業務関係者」とは、業務責任者及び業務従事者を総称していう。 

 

1-4（受託者の負担の範囲） 

⑴ 業務の実施に必要な施設の電気、ガス、水道等の使用にかかる費用は、特記がある場合を除き

受託者の負担とする。 

⑵ 業務の実施に必要な工具、計測機器等の機材は、設備機器に付属して設置されているものを除

き、受託者の負担とする。 

⑶ 業務の実施に必要な消耗品等は、受託者の負担とする。 

 

1-5（法令順守義務） 

  業務の実施に当たり、適用を受ける関係法令等を十分に理解するとともに遵守し、業務の円滑な

遂行を図る。 

 

1-6（環境への配慮） 

  受託者は、本市の環境マネジメントシステムに準じ、環境負荷低減に努めること。 

 ⑴ 電気、水道、油、ガス等の使用にあたっては、極力節約に努めること。 

 ⑵ ごみ減量及びリサイクルに努めること。 

 ⑶ 両面コピーの徹底やミスコピーを減らすことで、紙の使用量を減らすよう努めること。 

 ⑷ 自動車等を使用する場合は、できるだけ環境負荷の少ない車両を使用し、アイドリングストッ 

プの実施など環境に配慮した運転を心がけること。 

 ⑸ 業務にて物品等を採用する場合は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」に

基づく国土交通省の「環境物品等の調達の推進を図るための方針」に則し、該当する品目の検討・

採用に努めること。 

 ⑹ 業務に関わる従業員に対し、札幌市環境方針の理解及び業務と環境の関連について自覚を持つ

ような指導をすること。 

 ⑺ 特定業務（設備機器の運転管理、毒物又は劇物の取扱い、特別管理産業廃棄物の保管又は処理 

業務）の業務関係者は、それを遂行するために要求される十分な知識及び技能を備えていなけれ 

ばならない。 

 

1-7（疑義に対する協議） 

  契約図書等に疑義がある場合又は定めのない事項については、担当職員と協議するものとする。 



２ 業務管理 
 

2-1（業務責任者） 

⑴ 受託者は、業務責任者を定めに届け出るものとする。なお、必要に応じて、業務経歴書、資格

を証明する書面及び保険証の写し等を添付すること。また、業務責任者を変更した場合も同様と

する。なお、業務責任者は日本語に堪能でなければならず、 

⑵ 業務責任者は、業務担当者に業務目的、業務内容及び業務担当者の指示事項等を伝え、その周

知徹底を図る。 

⑶ 業務責任者は、業務担当者以上の経験、知識及び技能を有する者とし、なお、業務責任者は業

務担当者を兼ねることができる。 

 

2-2（業務従事者） 

⑴ 業務担当者は、業務に必要な知識及び技術を有するものとする。 

⑵ 法令により業務を行う者の資格が定められている場合は、当該資格を有する者が業務を行う。 

 

2-3（服装等） 

 ⑴ 業務関係者は、業務に適した服装及び用具等を着用するとともに名札を付ける等、職員と識別

できるようにしなければならない。 

 ⑵ 業務関係者は、施設を利用する市民、職員等の妨げにならないように十分注意するとともに、

当該業務に関わる範囲以外の場所に無断で立ち入らないこと。 

 

2-4（業務の安全衛生） 

 ⑴ 業務従事者の安全衛生に関する管理は、業務責任者がその責任者となり、関係法令に従ってこ

れを行うこと。 

 ⑵ 業務の実施に際し、アスベスト又はＰＣＢの使用を確認した場合は、速やかに業務担当者に報

告すること。 

 

2-5（保険加入） 

  業務遂行のために必要と思われる保険については、受託者の責任で加入しなければならない。 

 

2-6（危険防止等の措置） 

 ⑴ 業務の実施にあたっては、常に整理整頓を行い、危険な場所には必要な安全措置を講じ事故の

防止に努めること。 

 ⑵ 業務の施行場所若しくはその周辺に第三者が存する場合又は立ち入るおそれがある場合には、

危険防止に必要な措置を業務担当者に報告のうえ、当該措置を講じ事故発生を防止すること。 

 ⑶ 災害発生に伴う重大な危険が認められる場合は、直ちに必要な措置を講じるものとする。この

場合は直ちに業務担当者に通報するものとする。 

 

2-7（養生等） 

 ⑴ 業務の実施にあたっては、建物の床、壁、機器等に損傷を及ぼしたり、支障をきたしたりしな

いよう事前に必要な養生を行うこと。なお、損傷等を与えた場合は、受託者の責任と費用負担に

おいて原状に復するものとする。 

 ⑵ 火気を使用する場合には、施設管理者の承諾を得るものとし、その取扱いに際しては十分注意

する。 
 

2-8（発生材の処理） 

  受託者は、発生材のうち、委託者に引渡しを要するものは、指示された場所に整理のうえ、調書 

を添えて委託者に引渡すこと。 

  

2-9（遺失物等の届出） 

  庁舎内における遺失物、拾得物などについては、直ちに業務担当者に届け出なければならない。 

 



３ 業務の実施・検査 
 

3-1（業務の実施） 

  受託者は、仕様書、業務計画書などに従って業務を適正に実施しなければならない。 

 

3-2（提出書類） 

⑴ 受託者が委託者に提出する書類の様式及び部数は、特記仕様書によるものとする。 

 ⑵ 受託者は提出した書類の内容に変更が生じた場合は、理由を明確にした上、その都度変更後の 

書類を提出すること。 

 

3-3（資料等の整理保管） 

  受託者は、貸与された関係図面、図書類等、又は、貸与された工具、測定機器等の機材の整理保

管を行うとともに、支給品などの在庫管理を適正に行うこと。 

 

3-4（守秘義務） 

受託者は、契約約款の規定に基づき、業務の実施過程で知り得た秘密を第三者にもらしてはなら

ない。 

 

3-5（成果物の利用等） 

⑴ 受託者は、委託者に対し、成果物の利用を許諾する。また、成果物の内容を自由に公表するこ

とを許諾する。 

⑵ 受託者は、成果物の内容を公表してはならない。ただし、予め、委託者の承諾を得た場合には

この限りではない。 

 

3-6（貸与品等） 

⑴ 業務の実施に当たり、貸与又は支給する図面、適用基準及びその他必要な物品等は、特記仕様

書による。 

⑵ 担当職員若しくは施設管理者から貸与された図書等については、注意をもって取り扱わなけれ

ばならず、万一、損傷した場合には、受託者の責任と費用負担において原状に復するものとする。 

⑶ 受託者は、貸与品等の必要がなくなった場合は、速やかに返却しなければならない。 

⑷ 受託者は、貸与品等を他人に閲覧させ、複製させ、又は譲渡してはならない。 

 

3-7（業務の記録） 

⑴ 受託者は、担当職員と協議した結果について記録を整備する。 

⑵ 受託者は、業務の全般的な経過を記載した書面を作成する。 

⑶ ⑴、⑵の記録について、担当職員より請求された場合は、受託者は担当職員に提出又は提示す

る。 

 

3-8（再委託） 

⑴ 受託者は契約約款の規定により、本業務の全部または一部を再委託してはならない。ただし、

委託者がやむを得ないと認めた場合はこの限りではない。 

⑵ 受託者は業務の一部を再委託する必要が生じた場合は、あらかじめ再委託承諾願を作成し委託

者の承諾を得ることとする。なお、札幌市競争入札参加停止等措置要領の規定に基づく参加停止

の措置を受けているものを再委託先に選ぶことは出来ない。 

⑶ 受託者が業務の一部を再委託する場合は、すべて受託者の責任及び費用において行うものとす

る。 

⑷ 受託者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理（構造計算、設備計算及び積算を除く）、

トレース、資料整理、模型製作、透視図作成等の簡易な業務を第三者に再委託する場合は、委託

者の承諾を得なくともよいものとする。 

   

3-9（施設の訪問等） 

⑴ 本業務を実施するに当たり、施設を訪問するにあたっては事前に担当職員に通知するとともに



委託者と連絡を取り日程等の調整を図ること。 

 ⑵ 実地で行う施設の診断等、業務の実施に際して委託者の立会いを求める場合は、予め申し出る

ものとする。 

 

3-10（業務の中間確認） 

業務着手後、必要に応じて業務の進捗状況を報告するものとする。 

 

3-11（業務の検査） 

受託者は、契約書に基づき、その支払にかかる請求を行うときは次の書類を提出し、委託者の指

定した者が行う業務の検査を受けるものとする。 

⑴ 業務計画書、業務の記録 

⑵ 成果物 

⑶ その他検査に必要な資料 
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会社名 日本データーサービス株式会社

図面名

年月日 　平成 23年 12月 20日

教習所　外構図

交通局本庁舎他施設建築修繕計画作成業務業務名
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年月日 　平成 23年 12月 20日
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交通局本庁舎他施設建築修繕計画作成業務業務名

下地処理後（錆除去等）に、

グラウトモルタルによる段面補修。

錆の除去及び再塗装

の部分修繕

錆の除去及び再塗装の部分修繕

建具調整および欠損備品

取り付け

建具調整および欠損備品
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